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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第63期
第１四半期
連結累計期間

第64期
第１四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自　平成23年４月１日　　至　
平成23年６月30日

自　平成24年４月１日　　至　
平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (百万円) 9,214 13,791 64,818

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △　587 △　392 2,178

当期純利益又は
四半期純損失（△）

(百万円) △　611 △　336 1,886

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) △  611 △　338 1,887

純資産額 (百万円) 7,923 8,462 8,801

総資産額 (百万円) 43,616 45,004 49,597

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり四半期純損
失金額（△）

(円) △　4.07 △　1.75 10.54

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― 7.19

自己資本比率 (％) 18.2 18.8 17.7

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在いたしますが、１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。　

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当社グループにおける建設事業および舗装資材製造販売事業におきましては、第１四半期から第３四

半期に比べ、第４四半期の売上が占める割合が相対的に高く、一方、事業運営にかかる費用については年

間を通じて恒常的に発生することから、当社グループの売上および損益の状況は季節的に大きく変動い

たします。

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、各種の政策効果に支えられ、内需を中心として緩や

かな回復基調を維持してまいりましたが、一方では、欧州債務問題を背景とした海外経済の減速や円高傾

向の長期化等により、景気の先行き不安が拡大するなど、依然として予断を許さない状況が続きました。

道路建設業界におきましても、震災復興関連の予算執行が本格化しつつあることを受け、建設投資は低

水準ながらも堅調に推移いたしましたが、熾烈な企業間競争による影響に加え、一部の地域においては、

需要急増に伴い資材価格が上昇傾向を示すなど、引き続き厳しい事業環境となりました。

このような状況のもと、当社グループでは、社会資本整備の一端を担う企業グループとして、事業活動

を通じ震災の復旧・復興支援に尽力する一方、「中期３ヶ年経営計画」（平成23年４月１日～平成26年

３月31日）に基づき、収益の源泉となる工事受注の確保や舗装用資材の販売促進に全力を挙げて取り組

むとともに、経営資源の効率的な活用や調達コストの見直しを進めるなど、収益構造の改善を推し進め、

利益確保に努めてまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高（製品売上高および不動産事業等

売上高を含む）は131億17百万円（前年同期比7.9％増）、売上高は大型工事の完成などにより137億91百

万円（前年同期比49.7％増）となり、また損益につきましても、経常損失は３億92百万円（前年同期は５

億87百万円の経常損失）、四半期純損失は３億36百万円（前年同期は６億11百万円の四半期純損失）と

なり、何れも前年同期の成績を上回る結果となりました。
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セグメントの業績を示すと、次の通りであります。

なお、完成工事高、売上高および営業損益（セグメント損益）についてはセグメント間の内部取引高等

を含めた調整前の金額をそれぞれ記載しております。

　
 「建設事業」

建設事業につきましては、受注高は86億84百万円（前年同期比4.8％増）、完成工事高は93億58百万

円（前年同期比75.2％増）、営業損失は２億11百万円（前年同期は２億93百万円の営業損失）となり

ました。

 「舗装資材製造販売事業」

舗装資材製造販売事業につきましては、売上高は59億31百万円（前年同期比14.2％増）、営業利益は

３億42百万円（前年同期比19.6％増）となりました。

 「その他」

その他不動産事業等につきましては、売上高は１億50百万円（前年同期比12.0％減）、営業利益は29

百万円（前年同期比10.2％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

「資産の状況」

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較し45億93百万円減少の450億４

百万円となりました。売上債権が減少したことなどにより流動資産は45億13百万円の減少となり、ま

た、有形固定資産の減少などにより、固定資産は79百万円の減少となりました。

「負債の状況」

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比較し42億54百万円減少の365億42

百万円となりました。流動負債は、仕入債務が減少したことに加え、借入金の一部返済などにより42億

52百万円の減少となり、また、固定負債につきましては１百万円の減少となりました。

「純資産の状況」

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、四半期純損失３億36百万円を計上したことにより、前

連結会計年度末と比べて３億38百万円減少の84億62百万円となりました。

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

四半期報告書

 4/22



　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当社グループは「（5）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し」に記載

のとおり長年にわたり厳しい事業環境を強いられており、このような状況に対処すべく当社およびグ

ループ各社では、従前より収益力の向上と財務体質の強化に全社を挙げて取り組んでおります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重

要な変更および新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

近年、道路建設事業を取り巻く環境は大きく変化しており、環境保全に対する関心の高まりや公共工事

の品質確保の促進に関する法律の施行などにより、企業の技術力や提案力が工事受注、製品販売に与える

影響は、今後ますます大きくなる状況にあります。　　　　

このような状況のなか、当社におきましては、環境への配慮や安全確保、コストの縮減など、社会のニー

ズが高まっているテーマを中心に研究開発を行なうとともに、高品質、高付加価値の施工、商品の提供に

努めております。

なお、当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、62百万円となりました。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

道路建設業界では、建設投資の縮小により厳しい事業環境を強いられており、中長期的にみても公共事

業費のさらなる減少が避けられないなか、今後とも企業間競争は熾烈を極めるものと予想されます。ま

た、入札等に係る制度改革、コスト競争の激化、世界的な環境意識の高まり、さらには資源価格変動リスク

の増大など、この数年における事業環境の変化は著しく、建設産業が大転換期を迎えるなか、企業が生き

残り、成長を続けていくためにはこうした環境変化への迅速かつ適確な対応が必要不可欠となっており

ます。

このような状況を踏まえ、当社グループでは、引き続き「中期３ヶ年経営計画」（平成23年４月１日～

平成26年３月31日）に基づき、経営資源の効率的な活用や調達コストの抜本的な見直しを進めるなど、こ

れまで実行してきた収益構造の改善と財務基盤強化に向けた取り組みをさらに深化させるとともに、新

たな需要の創出や事業領域の拡大等、将来を見据えた成長戦略についても、より積極的な展開を図ること

により、厳しさを増す事業環境においても安定的・継続的に収益を確保できる経営基盤の早期確立に努

めてまいります。

また、社会資本整備の一端を担う企業グループとして、総力を挙げて震災の復旧・復興支援に尽力する

ことはもとより、安全・品質の確保や環境保全、コンプライアンスに対する取り組みをより一層強化する

など、生活基盤創造企業としての責務を誠実に果たし、引き続き社会からの信頼に応え、企業価値の向上

に邁進してまいる所存であります。

なお、当社グループの経営成績は、経済情勢や資材価格、金利の動向等により変動する可能性があり、業

績に影響を与える可能性のある事項の詳細につきましては、第63期有価証券報告書（平成24年６月28日

提出）第一部　第２「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループでは、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努め

ております。ここ数年の建設投資全体の動向を鑑みると、今後も当社グループを取り巻く事業環境はさら

に厳しさを増すものと予想されます。

このような状況を踏まえ、当社グループでは、将来にわたって生き残りを図るため、さらなる収益構造

の改善と財務基盤の強化に向け、各施策に取り組んでまいる所存であります。

　

(7) 自己株式（優先株式）の取得について

優先株式が普通株式に転換されることによる普通株式の希薄化を抑制するため、平成24年７月25日開

催の取締役会において、Ａ種優先株式の一部およびＢ種優先株式について、当社定款に定める取得条項に

基づき、次のとおり取得することを決議いたしております。

①Ａ種優先株式の取得

取得株式の種類 ： 世紀東急工業株式会社　Ａ種優先株式

取得株式の総数 ： 500,000株

取得価額 ： 262,500,000円（１株あたり525円）

取得予定日 ： 平成24年８月31日

取得する相手方 ： 東急建設株式会社

②Ｂ種優先株式の取得

取得株式の種類 ： 世紀東急工業株式会社　Ｂ種優先株式

取得株式の総数 ： 1,830,000株

取得価額 ： 915,000,000円（１株あたり500円）

取得予定日 ： 平成24年８月31日

取得する相手方 ： フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資事業組合

　

なお、文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したも

のであります。

　

　

「第２　事業の状況」における売上高等の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 481,600,000

Ａ種優先株式 6,000,000

Ｂ種優先株式 12,400,000

計 500,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 187,072,037187,072,037
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式　※４、５

Ａ種優先株式　※１ 4,000,000 4,000,000 ― ※２、４、５

Ｂ種優先株式　※１ 1,830,000 1,830,000 ― ※３、４、５

計 192,902,037192,902,037― ―

(注) １　提出日現在の発行数には、平成24年８月１日から本四半期報告書提出日までのＡ種優先株式およびＢ種優先株

式の取得請求権行使に伴い発行された株式数は含まれておりません。

２　※１　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に該当いたしております。

３　※２　Ａ種優先株式の内容

Ａ種優先株式に設定している「普通株式を対価とする取得請求権」には、株価を基準とする行使価額修正条項

が付されており、本株式取得の対価として交付される普通株式数は、下記（7）の方法により、取得請求権行使の

都度、上限転換価額（当初転換価額の100％に相当する額）および下限転換価額（当初転換価額の60％に相当す

る額）の範囲内で修正される転換価額に基づき算定されます。

なお、提出日現在発行されているＡ種優先株式の全てについて取得請求権が行使された場合、取得の対価とし

て交付され得る普通株式数は、最大66,666,666株（提出日現在の発行済株式総数に対する割合は34.56％）であ

ります。

また、Ａ種優先株式には、下記（2）および(8)のとおり「金銭を対価とする取得条項」および「普通株式を対

価とする取得条項」が設定されております。

株式の内容の詳細は、次のとおりであります。

(1) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)又はＡ種

優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。
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(2) 買受又は金銭を対価とする取得条項

当会社は、法令で定める分配可能額(以下「分配可能額」という。)の範囲で、平成20年10月１日以降、いつで

も、法令の手続に従いＡ種優先株式を買受けることができる。

また、当会社は、取締役会の決議により取得日として定めた日の到来により、分配可能額の範囲で、Ａ種優先

株式の全部または一部を取得することができる。ただし、Ａ種優先株式の一部を取得する場合、取得する株式

の決定は、取締役会の決議による。なお、１株あたりの買受価額又は本取得の対価は、Ａ種優先株式１株につき

払込金額に105％を乗じた価額とする。

(3) 金銭を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、平成18年７月１日以降平成28年７月31日までの間において、毎年７月１日から同月31日ま

での間(以下「償還可能期間」という。)、各償還可能期間開始時点の最終事業年度の貸借対照表確定時の法令

で定める分配可能額(以下『「分配可能額」』という。)から２億円を控除した額を上限として、Ａ種優先株式

の全部または一部を１株あたり525円で当会社に対して償還(Ａ種優先株式を取得し、その対価として金銭を

交付することをいう。)を請求することができる。ただし、「分配可能額」は最終事業年度の貸借対照表確定時

に剰余金の分配をした場合は、当該分配額を「分配可能額」から控除した金額とする。

(4) 議決権

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(5) 株式の併合又は分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(6) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与

当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるとき

は、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の、募集株式の割当てを受

ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。

(7) 普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有するＡ種優先株式を取得し、その対価としてＡ種優先

株式１株あたり下記(ロ)(ｄ)に定める数の普通株式を交付すること(以下「転換」という。)を請求すること

ができる。

(イ)転換請求期間

　平成21年４月１日から平成29年３月31日までとする。

(ロ)転換の条件

(a) 当初転換価額

50円とする。

(b) 転換価額の修正

転換価額は、平成21年４月１日以降平成29年３月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで

の各転換請求可能日において、Ａ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場合には、当該

転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証

券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日

数を除く。)に修正されるものとする(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお、かかる修正後転換価額は、当該転換請求がなされたＡ種優先株式を含むＡ種優先株式の全部に適用

されるものとする。)。ただし、当該平均値が当初転換価額の60％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を

受ける。)（以下「下限転換価額」という。)を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とする。ま

た、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を受ける。)（以下「上限転

換価額」という。)を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

(c) 転換価額の調整

Ａ種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合その他一定の場合には、

転換価額を次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式を用いる

計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。
　

　 　 　 　
(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数
　

また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整

される。

(d) 転換により交付すべき普通株式数

Ａ種優先株式の転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。
　

転換により交付

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が転換請求したＡ種優先株式の払込金額の総額

転換価額

　

交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による

調整は行わない。
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(8) 普通株式を対価とする取得条項

当会社は転換を請求することができる期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式を、同期間の末日の翌日

をもって取得し、その対価としてＡ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における転換価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社

法第234条に定める方法によりこれを取扱う。

(9) 優先順位

優先株式相互間の残余財産の分配の支払順位は、別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式がＢ種優先株

式に優先する。

４　※３　Ｂ種優先株式の内容

Ｂ種優先株式に設定している「普通株式を対価とする取得請求権」には、株価を基準とする行使価額修正条項

が付されており、本株式取得の対価として交付される普通株式数は、下記（6）の方法により、取得請求権行使の

都度、上限転換価額（50円）および下限転換価額（40円）の範囲内で修正される転換価額に基づき算定されま

す。

なお、提出日現在発行されているＢ種優先株式の全てについて取得請求権が行使された場合、取得の対価とし

て交付され得る普通株式数は、最大22,875,000株（提出日現在の発行済株式総数に対する割合は11.86％）であ

ります。

また、Ｂ種優先株式には、下記（2）および(7)のとおり「金銭を対価とする取得条項」および「普通株式を対

価とする取得条項」が設定されております。

株式の内容の詳細は、次のとおりであります。

(1) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株式を有する株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)又はＢ種

優先株式の登録株式質権者(以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(2) 買受又は金銭を対価とする取得条項

当会社は、法令で定める分配可能額(以下「分配可能額」という。)の範囲で、いつでも、法令の手続に従いＢ

種優先株式を買受けることができる。

また、当会社は、取締役会の決議により取得日として定めた日の到来により、分配可能額の範囲で、Ｂ種優先

株式の全部または一部を取得することができる。ただし、Ｂ種優先株式の一部を取得する場合、取得する株式

の決定は、取締役会の決議による。なお、１株あたりの買受価額又は本取得の対価は、Ｂ種優先株式１株につき

500円とする。

(3) 議決権

Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(4) 株式の併合又は分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(5) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与

当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるとき

は、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式の、募集株式の割当てを受

ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。
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(6) 普通株式を対価とする取得請求権

Ｂ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有するＢ種優先株式を取得し、その対価としてＢ種優先

株式１株あたり下記(ロ)(ｄ)に定める数の普通株式を交付すること(以下「転換」という。)を請求すること

ができる。

(イ)転換請求期間

　平成18年４月１日から平成28年３月31日までとする。

(ロ)転換の条件

(a) 当初転換価額

50円とする。

(b) 転換価額の修正

転換価額は、平成18年４月１日以降平成28年３月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで

の各転換請求可能日において、Ｂ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場合には、当該

転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証

券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日

数を除く。)に修正されるものとする(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお、かかる修正後転換価額は、当該転換請求がなされたＢ種優先株式を含むＢ種優先株式の全部に適用

されるものとする。)。ただし、当該平均値が40円(ただし、下記(c)の調整を受ける。)（以下「下限転換価

額」という。)を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が50円(ただ

し、下記(c)の調整を受ける。)（以下「上限転換価額」という。)を上回る場合には、修正後転換価額は上

限転換価額とする。

(c) 転換価額の調整

Ｂ種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合その他一定の場合には、

転換価額を次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式を用いる

計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。
　

　 　 　 　
(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数
　

また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整

される。

(d) 転換により交付すべき普通株式数

Ｂ種優先株式の転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

　
転換により交付

すべき普通株式数
＝
Ｂ種優先株主が転換請求したＢ種優先株式の払込金額の総額

転換価額

　
交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調

整は行わない。

(7) 普通株式を対価とする取得条項

当会社は転換を請求することができる期間中に転換請求のなかったＢ種優先株式を、同期間の末日の翌日

をもって取得し、その対価としてＢ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における転換価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社

法第234条に定める方法によりこれを取扱う。

(8) 優先順位

優先株式相互間の残余財産の分配の支払順位は、別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式がＢ種優先株

式に優先する。

５　※４　単元株式数は1,000株であります。

６　※５　会社法第322条第２項の規定に基づく定款の定めは設けておりません。

７　資金調達手段を多様化し自己資本の充実を図るため、完全議決権株式である普通株式のほか、無議決権株式で

あるＡ種優先株式およびＢ種優先株式を発行いたしております。

８　Ａ種優先株主またはＢ種優先株主と当社の間に、Ａ種優先株式およびＢ種優先株式に設定された権利の行使、

または当該株式の売買に関して取決められた事項はありません。

９　Ｂ種優先株式は、現物出資により発行（当初発行株式数12,400,000株のうち8,400,000株を現物出資（借入金

(42億円)の株式化）により発行）されたものであります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年６月30日 ― 192,902,037 ― 2,000 ― 500
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成24年３月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

Ａ種優先株式
4,000,000

Ｂ種優先株式
1,830,000

―
「１　株式等の状況」「(1) 株式の
総数等」「②　発行済株式」の「内
容」欄の記載参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 206,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

186,360,000
186,360 同上

単元未満株式 普通株式 506,037 ―
同上

一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 192,902,037― ―

総株主の議決権 ― 186,360 ―

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式266株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
世紀東急工業株式会社

東京都港区芝公園
２―９―３

206,000 ― 206,000 0.11

計 ― 206,000 ― 206,000 0.11

　

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 783 657

受取手形・完成工事未収入金等 ※２
 18,066

※２
 9,170

未成工事支出金 8,528 9,026

材料貯蔵品 357 285

短期貸付金 2,434 6,597

その他 3,626 3,524

貸倒引当金 △90 △69

流動資産合計 33,706 29,193

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 6,627 6,636

機械、運搬具及び工具器具備品 15,151 15,102

土地 11,690 11,690

減価償却累計額 △18,327 △18,359

有形固定資産合計 15,142 15,070

無形固定資産 127 135

投資その他の資産

その他 ※１
 1,426

※１
 1,411

貸倒引当金 ※１
 △804

※１
 △805

投資その他の資産合計 621 606

固定資産合計 15,890 15,811

資産合計 49,597 45,004
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※２
 21,503

※２
 17,862

短期借入金 8,659 7,650

未払法人税等 80 30

未成工事受入金 4,977 5,480

完成工事補償引当金 226 235

工事損失引当金 375 415

賞与引当金 368 185

その他 576 655

流動負債合計 36,767 32,514

固定負債

退職給付引当金 3,935 3,933

その他 93 93

固定負債合計 4,028 4,027

負債合計 40,796 36,542

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 500 500

利益剰余金 6,318 5,981

自己株式 △20 △20

株主資本合計 8,798 8,461

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3 1

その他の包括利益累計額合計 3 1

純資産合計 8,801 8,462

負債純資産合計 49,597 45,004
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 9,214 13,791

売上原価 8,704 13,311

売上総利益 509 480

販売費及び一般管理費 1,065 837

営業損失（△） △556 △357

営業外収益

貸倒引当金戻入額 4 －

土地賃貸料 4 4

雑収入 4 4

営業外収益合計 13 8

営業外費用

支払利息 36 31

雑支出 8 12

営業外費用合計 44 43

経常損失（△） △587 △392

特別利益

受取補償金 － 79

特別利益合計 － 79

特別損失

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純損失（△） △587 △313

法人税、住民税及び事業税 23 23

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △611 △336

四半期純損失（△） △611 △336
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △611 △336

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △0 △1

その他の包括利益合計 △0 △1

四半期包括利益 △611 △338

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △611 △338

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該貸倒引当金を債権から

直接減額しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

　 12,174百万円 3,384百万円

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 2百万円 2百万円

支払手形 56 60

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日　至  平成23年６月30日）及び当第１四半期連結累計

期間（自  平成24年４月１日　至  平成24年６月30日）

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として下半期、特に第４四半期連結会計期間に完成する工

事の割合が高く、業績の季節的変動が顕著であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 169百万円 158百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

　 報告セグメント 　 　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

　 建設事業
舗装資材
製造販売
事業

計
その他
（注）１

調整額
（注）２

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

5,340 3,827 9,168 46 ― 9,214

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ 1,366 1,366 124 △1,490 ―

計 5,340 5,193 10,534 170 △1,490 9,214

セグメント利益又は損失
（△）

△293 286 △6 32 △581 △556

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

(注)２  セグメント利益又は損失（△）の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管

理費△579百万円であります。

(注)３  セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

　 報告セグメント 　 　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

　 建設事業
舗装資材
製造販売
事業

計
その他
（注）１

調整額
（注）２

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

9,358 4,399 13,758 33 ― 13,791

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ 1,532 1,532 116 △1,649 ―

計 9,358 5,931 15,290 150 △1,649 13,791

セグメント利益又は損失
（△）

△211 342 131 29 △517 △357

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

(注)２  セグメント利益又は損失（△）の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管

理費△510百万円であります。

(注)３  セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 4.07円 1.75円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額(百万円) 611 336

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 611 336

普通株式の期中平均株式数(千株) 150,287 192,694

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日   至  平成24年６月30日)

自己株式（優先株式）の取得について

  当社は、平成24年７月25日開催の取締役会において、当社Ａ種優先株式の一部および当社Ｂ種優先株式につい

て、当社定款に定める取得条項に基づき、取得することを決議しました。

 
１．取得の理由

    優先株式が普通株式に転換されることによる普通株式の希薄化を抑制するため

２．取得の内容

    (1)Ａ種優先株式の取得       

       取得株式の総数      500,000株

       取得価額の総額      262,500,000円

       取得予定日          平成24年８月31日

       取得する相手方      東急建設株式会社

    (2)Ｂ種優先株式の取得       

       取得株式の総数      1,830,000株

       取得価額の総額      915,000,000円

       取得予定日          平成24年８月31日

       取得する相手方      フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資事業組合

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月９日

世紀東急工業株式会社

　　　取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　井　克　之　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　片　桐　春　美　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている世紀
東急工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、世紀東急工業株式会社及び連結子会社の平成
24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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